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大豆の入札取引に係る業務規程 

平成１２年６⽉７⽇ 制定  
平成１３年７⽉１７⽇ 改正  
平成１６年１０⽉１９⽇ 改正  
平成１７年４⽉２７⽇ 改正  
平成１７年７⽉２７⽇ 改正  
平成１９年９⽉２８⽇ 全部改正  
平成２３年１１⽉１⽇ ⼀部改正  
平成２５年９⽉１７⽇ ⼀部改正  
平成２８年１２⽉７⽇ ⼀部改正  
平成２９年９⽉１１⽇ ⼀部改正  
平成２９年１２⽉１２⽇ ⼀部改正  
令和 ３ 年１２⽉９⽇⼀部改正 
令和 ４ 年１１⽉２４⽇⼀部改正 

４特農協第１６５号 
第１章 総則 

（目的）  

第１条 この業務規程は、公益財団法人日本特産農産物協会（以下「協会」という。）定

款第４９条の規定に基づき、国内産大豆の産地品種銘柄ごとの需給動向及び品質評価

を的確に反映した価格形成を図るとともに、取引の指標となる価格を明らかにするた

め、国内産大豆の入札取引に関し必要な事項を定めるものとする。  

 

（入札取引の種類）  

第２条 協会が行う大豆の入札取引の種類は、次のとおりとする。  

（１）取引の対象となる大豆が収穫された後に行う入札取引（以下「収穫後入札取引」

という。）  

（２）取引の対象となる大豆が播種される前に行う入札取引（以下「播種前入札取引」

という。）  

 

（入札取引の場所）  

第３条 入札取引は、協会が東京都中央区日本橋人形町２丁目１５番１号に開設する取

引場において行うものとする。  

 

（入札取引による販売数量の目標）  

第４条 国内産大豆の生産計画及び集荷・販売計画作成要領（平成１９年３月３０日１
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８生産第６００９号農林水産省生産局長通知（以下「要領」という。）第３の１の（１）

に基づき、集荷・販売計画（以下「集販計画」という。）を作成する要領第２の１の

生産者団体等は、第１条の目的を達成するため、集販計画において、主要産地品種銘

柄等（生産者団体等ごとの販売予定数量が５００トン以上の産地品種銘柄（産地品種

銘柄の品種として作付けを行ったもので、小粒化等により農産物検査で銘柄証明され

なかった大豆を含む。以下同じ。））別の販売予定数量（当年産の播種前入札取引によ

る販売実績数量を含む。）の３分の１以上が入札取引によって販売する数量の目標と

なるよう、努めるものとする。 

 

第２章 収穫後入札取引 

（入札取引の対象となる大豆）  

第５条 収穫後入札取引の対象となる大豆は、次の全てに該当する大豆とする。  

（１）当年産の国内産大豆のうち、農産物検査法（昭和２６年法律第１４４号）第２条

第 1 項に規定する農産物検査を受けた大豆であって、農産物規格規程（平成１３年２

月２８日農林水産省告示第２４４号）に定める普通大豆の１等から３等までの品位又

は特定加工用大豆合格の品位に適合する大豆  

（２）これまでに売買されたことがない大豆  

 

（上場数量の目標）  

第６条 要領第２の１の生産者団体等は、第８条の規定により協会に売り手として収穫

後入札取引の登録のうえ、第４条の規定に基づいて設定した入札取引による販売目標

数量からそれぞれ播種前入札取引における上場実績数量を除いた数量を、収穫後入札

取引に上場するものとする。  

 

（入札取引の参加対象者）  

第７条 収穫後入札取引の参加対象者は、以下のとおりとする。  

（１）要領第２の１の生産者団体等であって、協会に登録した者（以下「売り手」とい

う。 

（２）要領第２の３の需要者であって、協会に登録した者（以下「買い手」という。）。  

２ なお、前項第２号の需要者が、複数の個別需要者が組織する法人その他の団体であ

る場合は、当該団体は、法律の規定に基づき共同事業を行うことを目的として組織す

る法人であって、当該共同事業に、大豆を原料とする加工品等の製造を業とする者が

組織する場合にあっては大豆を原料とした加工品の製造又は原料大豆の購買に係る

事業、大豆の販売を業とする者が組織する場合にあっては大豆の販売に係る事業を含

み、かつ当該共同事業が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の適用除外

の対象になる場合に限るものとする。  
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（売り手又は買い手登録の手続き）  

第８条 収穫後入札取引の売り手又は買い手として協会に登録しようとする者は、年産

ごとに協会に登録申請するものとする。  

２ 同一法人の複数の事業所ごとに入札しようとする場合、入札しようとする事業所ご

とに法人代表者名義により、買い手としての登録を申請できるものとする。  

３ 協会は、登録に係る申請書類を審査し、妥当と認めたときは、登録を申請した者に

対し、登録可能である旨通知するものとする。  

４ 前項の通知を受けた者は、登録料として１万円（第２項に基づき、同一法人の複数

の事業所ごとに登録を申請した場合は、その事業所ごとに）を期日までに協会理事長

（以下「理長」という。）が指定する金融機関の預金口座に振り込むものとする。協

会は、当該登録申請者からの登録料の振り込みを確認した後、協会の登録簿に登録番

号、登録年月日、名称等を記載するものとする。  

 

（登録者名の公表）  

第９条 協会は、前条により登録された収穫後入札取引の売り手及び買い手の名称を、

公表するものとする。  

 

（売り手及び買い手登録の制限）  

第１０条 収穫後入札取引又は播種前入札取引において、取引場における公正な価格形

成を妨げ若しくは妨げるおそれがあると認められる行為をした者、又は、落札した大

豆の買受けを確実に行わなかった者若しくは買受けを確実に行わないおそれがある

と認められる者が第８条の登録を受けようとするときは、協会は、大豆入札取引委員

会の議決を経て、当該登録に当たって制限又は条件を付することができるものとする。  

 

（登録の承継）  

第１１条 収穫後入札取引の売り手又は買い手として登録された者から大豆の取引の業

務を承継する者は、当該業務を承継させた売り手又は買い手に代って売り手又は買い

手登録を行うことができるものとする。  

 

（入札販売計画）  

第１２条 売り手は、新たな年産の大豆の収穫後入札取引の開始前に、当該年産大豆の

年間（１１月から翌年１０月までの期間をいう。以下同じ。）及び期（集販計画にお

いて区切られる期間をいう。以下同じ。）別並びに主要産地品種銘柄等別の入札販売

予定数量を定めた収穫後入札販売計画を作成し、協会に提出するものとする。なお、

売り手は、収穫後入札販売計画の作成に当たり、作柄の状況等により年間及び期別並
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びに主要産地品種銘柄等別の入札販売予定数量を第４条に沿って設定することが困

難な場合は、その理由を付記するとともに、必要に応じ協会と協議するものとする。  

２ 協会は、売り手から提出された収穫後入札販売計画の内容を整理し、必要に応じて

買い手に通知するものとする。  

 

（入札販売計画の変更）  

第１３条 売り手は、災害その他やむを得ない理由により収穫後入札販売計画に基づく

上場が困難となった場合には、すみやかに収穫後入札販売計画の変更を協会に申し出

るものとする。  

２ 協会は、前項の申し出を受けた場合において、必要に応じて大豆入札取引委員会の

意見を聴取のうえ、売り手に計画の修正を求めることができるものとする。  

３ 協会は、第１項の申し出の内容を確認し、妥当と認めたときは、変更等を行った計

画を受理するとともに、前条第２項に準じて買い手に通知するものとする。  

 

（集荷状況の報告）  

第１４条 売り手は、協会から要請があった場合は、収穫後入札取引のあった当月の月

末時点における集荷実績等を協会に報告するものとする。  

２ 協会は、前項の報告に基づいて売り手ごとの集荷状況を確認し、必要に応じて買い

手にその状況を通知するものとする。  

 

（入札取引の実施期日）  

第１５条 協会は、原則として、年産ごとに、１１月から翌年１０月まで毎月１回以上、

収穫後入札取引を実施するものとし、各月ごとの実施期日は、実施する月の前月の２

０日までに売り手及び買い手に通知するものとする。ただし、上場が見込まれない月

については、入札取引を行わない旨通知するものとする。  

 

（上場申し出）  

第１６条 売り手は、収穫後入札取引に上場しようとするときは、次により各回の入札

取引実施期日の４日前までに上場申出書を協会に提出するものとする。  

（１）上場する数量を規格規程に定める産地品種銘柄の区分、粒の区分、普通大豆、特

定加工用大豆の区分、普通大豆の等級の区分等によって区分したロット（以下「上場

ロット」という。）に分けるものとする。この場合、１ロットの数量は、原則として

９．６トン以上とする。  

（２）各ロットには、量目、荷造り及び包装、受渡しを行う倉所を明示し、協会が割り

当てた範囲で５桁の整数によるロット番号を付すものとする。  

（３）前号のロットについて、売り手は、同一倉所の同一産地品種銘柄等の大豆であっ
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て、同一の等級、同一の数量で構成する複数のロットを同一銘柄複数ロットとして、

協会に申し出ることができるものとする。なお、申し出に当たっては、当該同一銘柄

複数ロットを構成するロット（以下「単位ロット」という。）に下１桁目が１で始ま

る連続したロット番号を付し、同一銘柄複数ロットであることを明記するものとする。  

（４）同一銘柄複数ロット以外のロットには、下１桁目が０の番号を付すものとする。  

 

（落札下限価格）  

第１７条 売り手は、前条の申し出に係るロットにつき、落札価格の下限となる価格（以

下「落札下限価格」という。）を協会に申し出ることができるものとする。なお、同

一銘柄複数ロットに係る落札下限価格は、構成する単位ロットについて同一とする。  

 

（売り手に係る禁止事項）  

第１８条 売り手は、収穫後入札取引に当たって、次に掲げることを行ってはならない。  

（１）他の売り手と共同して落札下限価格を決定すること  

（２）落札下限価格を協会以外の者に知らせること  

（３）上場申し出の手続きをした後に上場内容を変更すること。ただし、協会がやむを

得ない事情があると認めた場合は、その限りではない。  

２ 協会は、売り手が前項第１号又は第２号に違反したと認めるときは、取引監視委員

会の議決を経て、当該落札下限価格を無効とすることができるものとする。  

 

（買い手への上場内容の通知）  

第１９条 協会は、売り手の上場申し出に基づき、ロット別に上場内容の明細を整理し

た上場ロット明細書（以下「ロット明細書」という。）及び入札者名欄とロットごと

の入札価 

格記入欄を設けた入札票を作成する。なお、ロット明細書又は入札票の一部又は全部を

買い手の意向に基づき、通知しないことができるものとする。  

 

（入札の方法）  

第２０条 収穫後入札取引に係る入札は、買い手（入札者）が入札票に入札価格を入力

し、入札実施期日当日、原則として午前１０時から１２時の間にこれが到着するよう、

協会に送信することにより、行うものとする。  

２ 前項の入札票の送信方法は、インターネットに接続したコンピュータを用いて行う

ウェブ入札とし、その具体的な手順等については、協会が別途定めるところによるも

のとする。  

 

（入札価格）  
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第２１条 収穫後入札取引に係る入札価格は、ロットごとに６０キログラム当たりの包

装代を含み、かつ、消費税及び地方消費税相当額を含まない産地倉庫戸前渡し価格と

するものとする。  

２ 入札価格は、１０円単位の金額とする。  

３ 同一銘柄複数ロットを構成する単位ロットについて、買い手ごとの入札価格は同一

とする。  

４ 入札価格の記入は、算用数字によるものとする。  

 

（買い手に係る禁止事項）  

第２２条 買い手は、収穫後入札取引に係る入札に当たって、次に掲げる行為をしては

ならない。  

（１）他の買い手と共同して入札価格を決定すること  

（２）売り手が第１８条に違反して知らせた落札下限価格を知って入札価格を決定する

こと  

（３）入札価格あるいは入札数量に関し、売り手又は売り手に販売を委託した者の意向

に沿って入札すること  

 

（入札金額の限度）  

第２３条 買い手（入札者）は、１回の収穫後入札取引において、入札金額（入札価格

に入札数量を乗じた額の総計をいう。）が、第３１条の規定に基づき、予め預託した

入札保証金の額（第８条第２項の規定により同一法人の複数の事業所ごとに登録した

場合は当該事業所ごとの額）の１０倍の額を超えない範囲で入札することができるも

のとする。  

 

（重複入札の制限）  

第２４条 買い手（入札者）は、１回の収穫後入札取引において、一のロットに対し、

２以上の入札をすることはできないものとする。  

２ 一の法人において２以上の事業所を買い手として登録している場合にあっては、異

なる事業所が同一のロットに重複して入札することはできないものとする。 

- 

（売り手に関連する買い手の入札の制限）  

第２５条 買い手（入札者）は、収穫後入札取引において入札しようとするロットが次

の各号に該当する場合は、入札を行うことができないものとする。  

（１）自らが売り手として上場したもの、又は売り手に販売を委託したものである場合  

（２）法人である場合において、役員（取締役会、理事会等の構成員として当該法人の

意思決定に参画する者に限る。）が当該ロットに係る売り手の大豆の取引業務を担当
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する役員又は職員を兼務している場合  

 

（無効となる入札）  

第２６条 収穫後入札取引において、別表に掲げる入札は、これを無効とし、取引終了

後に当該買い手（入札者）にその旨通知するものとする。  

 

（落札の決定）  

第２７条 収穫後入札取引においては、入札申込みがあった各ロットについて最高の入

札価格の入札者(買い手)を落札者とするものとする。なお、最高の入札価格をもって

申込みをした者が複数あるときは、無作為抽出により落札者を決定するものとする。

ただし、売り手から落札下限価格の申し出があったロットについては、当該ロットに

係る最高の入札価格が当該落札下限価格を上回っている場合に限り、落札者を決定す

るものとする。なお、最高の入札価格をもって申込みをした者が複数あるときは、無

作為抽出により落札者を決定するものとする。  

２ 同一銘柄複数ロットに係る落札者の決定は、前項のほか、次によるものとする。  

（１）当該同一銘柄複数ロットに対する入札のうち、入札価格の高いものから順に、単

位ロットの総数の範囲内で落札者を決定するものとする。  

（２）前号に該当する同一の入札価格の買い手（入札者）が複数あり、その入札ロット

数の合計が、単位ロットの総数を上回るときは、当該入札価格の入札者の中から無作

為抽出により単位ロットを配分して落札者を決定するものとする。  

３ 協会は、前２項の規定による落札結果を上場のあった売り手及び買い手（入札者）

に通知するものとする。  

 

（売買契約の締結）  

第２８条 協会は、売り手（又は売り手の代理人として第２９条により協会が指定する

者）及び買い手（落札者）に前条第３項の通知に係る大豆の売買契約を締結させるも

のとする。 

２ 前項の売買契約における売買価格は、落札価格に消費税及び地方消費税相当額を加

えた価格とするものとする。  

３ 第１項の売買契約における売買数量は、前条第３項の通知に係る数量とする。  

４ 第１項の売買契約における大豆の受渡し時期は、入札取引ごとに協会が定める日ま

でとするものとする。  

 

（代金決済）  

第２９条 協会は、収穫後入札取引において落札された大豆の売買代金の決済及び物流

指示に係る業務について、売り手又は売り手の代理人として協会が指定する者に行わ
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せることができるものとする。  

２ 前項の業務を売り手に行わせる場合は、当該売り手の入札販売計画に掲げる販売予

定数量が全ての売り手の入札販売計画に掲げる販売予定数量の合計の１０パーセン

トを超えない者に限るものとする。  

３ 前項以外の場合、協会は、売り手が代理人としようとする者を大豆入札取引委員会

の了承を得て指定し、当該業務を委託するものとする。  

４ 代金決済を行う者は、落札者に係る落札価格等の情報を第三者に漏らしてはならな

いものとする。  

（入札取引結果の公表）  

第３０条 協会は、収穫後入札取引における産地品種銘柄別、普通大豆、特定加工用大

豆別の平均落札価格、上場数量、落札数量、落札数量の等級別比率その他必要な事項

を入札取引のあった月ごとに集計して公表するものとする。  

２ 前項の平均落札価格は、収穫後入札取引における各区分の落札金額（ロットごとの

落札価格にロットごとの落札数量を乗じて求めた金額の合計をいう。）を各区分の落

札数量で除して求めた価格とするものとする。  

（入札保証金の預託）  

第３１条 買い手は、第２３条の規定に基づく所要の金額を入札保証金として協会に預

託するものとする。この場合、第８条第２項の規定に基づき同一法人の複数の事業所

ごとに登録した場合、当該事業所ごとに預託するものとする。  

２ 入札保証金の預託は、協会が指定する金融機関の口座に振り込むことにより行うも

のとする。  

３ 買い手から請求があった場合又は当該年産の入札取引が終了した場合は、落札に係

る代金決済の完了を確認した上で、入札保証金を当該買い手に返還するものとする。

ただし、買い手が翌年産の取引に係る入札保証金に充当することを希望する場合は、

その限りではない。  

４ 入札保証金の預託において発生した果実は、協会に帰属するものとする。  

（入札保証金の帰属）  

第３２条 収穫後入札取引の落札者が所定の期日までに売買契約を締結しない場合、又

は代金決済を行わない場合、当該落札に対応する入札保証金額は、協会及び売り手に

帰属するものとする。なお、協会に帰属する金額は、当該落札に係る運営拠出金額に

相当する金額（６０ｋｇ当たり２円）とするものとする。  

２ 協会は、前項に該当する事実を確認した場合、第３６条の規定に基づき大豆入札取

引委員会の議決を経て、該当者の入札取引への参入を停止するとともに、その確認を

した以降の落札に係る代金決済が終了若しくは受渡し時期が到来した時点で、当該落

札に係る入札保証金額を算定し、入札保証金額が不足する場合は、追加して不足金額

を請求するものとする。  
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（取引指標価格）  

第３３条 協会は、収穫後入札取引のあった月ごとに、産地品種銘柄等別、普通大豆、

特定加工用大豆別（普通大豆にあっては等級別）の落札価格の平均値を求め、これを

取引指標価格としてとりまとめのうえ、当該月の末日に売り手に通知するものとする。  

２ 前項の取引指標価格は、当月の各区分の落札金額（ロットごとの落札価格にロット

ごとの落札数量を乗じて求めた金額の合計をいう。）を落札数量で除して求めるもの

とし、当月に落札実績がない区分については、当該年産の範囲で落札実績のある直近

の月の取引指標価格を当該月を付して表示するものとする。  

３ 取引指標価格を算出する産地品種銘柄等の区分は、規格規程に基づく産地品種銘柄

及び産地品種銘柄の品種として作付けられたものであるものの、小粒化等により規格

規程に基づく銘柄証明が行われなかった大豆について産地名、品種及び粒区分を組み

合わせた名称による区分とする。  

４ 取引指標価格の算出に係る落札数量を取引指標価格に併せて表示するものとする。  

 

（運営拠出金及び入札手数料）  

第３４条 売り手及び買い手は、協会の運営に要する経費として、第８条第４項の登録

料のほか、運営拠出金（以下「拠出金」という。）及び入札手数料を協会に納付する

ものとする。  

２ 拠出金は、収穫後入札取引により取引される数量及び取引指標価格を参考として取

引される数量（以下「取引数量」という。）に応じて納付するものとし、その額は、

大豆６０ｋｇ当たり、売り手、買い手それぞれ１円とする。  

３ 第２８条の売買契約には、取引数量に応じた拠出金を買い手が売り手を通じて拠出

する旨規定するものとする。  

４ 売り手は、自らの販売に係る拠出金及び買い手から収受した拠出金を、理事長が別

に定める取りまとめ期間ごとの納付期限までに協会に納付するものとする。  

５ 入札手数料は、大豆入札システムの利用に応じて納付するものとし、その額、納付

方法及び納付時期は、別表２のとおりとする。  

 

第３章 播種前入札取引 

（播種前入札取引）  

第３５条 播種前入札取引の実施については、この業務規程によるほか、別に定める業

務規程によるものとする。  

 

第４章 収穫後入札取引に係る公正な取引確保のための措置等 

（入札取引への参加の制限等）  
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第３６条 協会は、売り手又は買い手の行為が収穫後入札取引の取引場における公正な

価格形成を妨げ若しくは妨げるおそれがあると認める場合、又は、買い手が落札した

大豆の買受けを確実に行わなかった若しくは確実に行わないおそれがあると認める

場合は、当該売り手又は買い手に対し説明又は資料の提出を求めることができる。  

２ 協会は、前項の説明又は資料から、売り手又は買い手の行為が公正な価格形成を妨

げ、若しくは妨げるおそれがあると判断する合理的理由があるとき若しくは買い手が

落札した大豆の買受けを確実に行わなかったことにつき正当な事由がないと判断す

るとき若しくは確実に行わなくなるおそれがあると判断する合理的な理由があると

き、又は、売り手若しくは買い手が前項の規定による説明若しくは資料の提出を拒ん

だときは、大豆入札取引委員会の議決を経て、当該売り手又は買い手の収穫後入札取

引への参加を制限することができる。  

 

（適正な価格形成のための調整）  

第３７条 協会は、収穫後入札取引において、落札価格の著しい上昇や低下を回避し、

円滑かつ安定的な価格形成を行う上で必要と認める場合は、大豆入札取引委員会の議

決を経て、入札取引の制限又は停止、入札取引の実施期日の調整その他の措置を講ず

ることができるものとする。  

 

第５章 取引監視委員会等 

（取引監視委員）  

第３８条 協会に、取引監視委員８人以上１２人以内を置く。  

２ 取引監視委員は、大豆入札取引委員会において指名し、理事長が委嘱するものとす

る。  

３ 取引監視委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げないものとする。  

４ 補欠又は増員による取引監視委員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。  

５ 取引監視委員又はその職にあった者は、その業務に関して知り得た秘密を漏らして

はならない。  

６ 協会は、取引監視委員が売り手又は買い手から入札取引に関し利益や便宜の供与を

受けた場合等取引監視委員としてふさわしくない行為をしたときその他特別の事由

があるときは、大豆入札取引委員会の議決を経て、当該取引監視委員を解任すること

ができる。この場合、協会は、その取引監視委員に対してあらかじめ通知し、かつ、

大豆入札取引委員会の議決の前に弁明する機会を与えるものとする。  

 

（取引監視委員会）  

第３９条 協会に、取引監視委員をもって構成する取引監視委員会を置く。  

２ 取引監視委員のうちから、取引監視委員長１人を互選する。  
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３ 取引監視委員会は、この業務規程の定めるところにより、収穫後入札取引及び播種

前入札取引の監視等を行うものとし、各回の入札取引は取引監視委員３人以上により

行うものとする。  

４ この業務規程において取引監視委員会の議決を経るものとされている事項について、

監視を行った取引監視委員の過半数をもって承認した場合は、その承認をもって取引

監視委員会の議決とする。  

 

（結果の報告等）  

第４０条 前条第３項の規定により入札取引の監視を行った取引監視委員は、その結果

を協会に報告するものとする。  

２ 協会は、前項の報告を受けた場合において、その内容を確認し、不正な行為があっ

たと認めるときは、当該不正な行為に係る取引を無効とすることができる。  

 

（紛争等の解決）  

第４１条 収穫後入札取引及び播種前入札取引に関し、売り手及び買い手の間に疑義又

は紛争が生じた場合は、当該売り手及び買い手は誠意をもってその解決を図るものと

し、協会は、入札取引の円滑な運営を図る観点から所要の支援に努めるものとする。  

 

（免責）  

第４２条 収穫後入札取引及び播種前入札取引において売り手又は買い手が何らかの損

害や不利益を被った場合、その原因が協会による重大な過失や故意の行為にあったと

認められる場合を除き、協会は、その責を負わないものとする。  

 

（事務処理）  

第４３条 この業務規程及び第３５条の規定に基づき制定した播種前入札取引に係る業

務規程の実施に必要な書類の様式その他事務手続き等に関しては、必要に応じて理事

長が別に定めるものとする。  

２ 理事長は、前項の事務手続き等に関する規定を定めた場合は、必要に応じて大豆入

札取引委員会に報告するものとする。 

  

附 則  

１ この業務規程は、平成１２年６月７日から施行する。  

２ 協会は、当分の間、入札取引に係る業務の一部を生産者団体等に委託することがで

きるものとする。  

附 則  

１ 改正後の業務規程は、平成１３年１１月１日から施行する。  
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２ 平成 12 年産に係る入札取引は、改正前の規程によるものとする。  

附 則  

１ 改正後の業務規程は、平成１６年１１月１日から施行する。  

２ 平成１５年産に係る入札取引は、改正前の規程によるものとする。  

附 則  

１ 改正後の業務規程は、平成１７年産から施行する。  

附 則  

１ 改正後の業務規程は、平成１７年産から施行する。  

附 則  

１ 改正後の業務規程は、平成１９年産から施行する。  

附 則  

１ 改正後の業務規程は、平成２３年産から施行する。  

附 則  

１ 改正後の業務規程は、平成２５年産から施行する。  

附 則  

１ 改正後の業務規程は、平成２８年１２月７日から施行する。  

２ 平成２８年産に係る収穫後入札取引は、改正前の規程によるものとする。  

 附 則  

１ 改正後の業務規程は、平成２９年産から施行する。  

附 則 

１ 改正後の業務規程は、平成２９年１２月１２日から施行する。 

２ 平成２９年産に係る収穫後入札取引は、改正前の規定によるものとする。 

３ 第３４条の入札手数料に係る規定は、平成３０年産から令和４年産までの入札取引

に適用する。 

附 則 

１ 改正後の業務規程は、令和３年１２月 9 日から施行する。 

附則 

１ 第３４条の入札手数料に係る規程は、令和５年産以降も継続して適用する。 

２ 改正後の業務規程は。令和４年１１月２４日から施行する。 
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別表１ 

⼊札の態様 無効とする入札の範囲 根拠規定 

入札金額が当該買い手（入札者）の入札保証金

の額の１０倍を超える入札 

当該⼊札者の全ての⼊札 第２３条 

同一のロットに対する２以上の入札（同一の

ロットに同一法人の２以上の入札者が入札を

した場合を含む。） 

当該ロットに係る⼊札 第２４条 

⼊札票が規定の時限内に到着しなかった⼊札 当該⼊札票に係る全ての⼊札 第２０条第１項 
取引監視委員会が第４０条第２項の規定により
不正な⾏為に係る⼊札であると認めた⼊札 

不正な⾏為に係る⼊札であると 
認めた全ての⼊札 

第４０条第２項 
 

 

別表２ 

 ⼊札⼿数料の額 納付⽅法 納付時期 
売り⼿登録者 
（上場者） 

上場を⾏った売り⼿登録者ごとに、上
場数量に応じて、売り⼿合計で年間３
００万円を超えない範囲で理事⻑が別
に定める額 

協会が各登録者あて
に発⾏する請求書に
より納付 
 

理事⻑が別に定める
納付期限までに納付 
 

買い⼿登録者 
（⼊札者） 
 

⼊札を⾏った買い⼿登録者ごとに、当
該年産⼊札取引における⼊札ロット数
（１俵を６０ｋｇとする俵数単位によ
る各登録者の⼊札数量を１ロットの標
準的な俵数（１６５俵）で除して求めた
値）の総計に３３０円を乗じた額 

第３１条第１項によ
り各登録者が協会に
預託した⼊札保証⾦
から左欄の額を差し
引くことにより納付 
 

第３１条第３項によ
る⼊札保証⾦の返還
⼜は翌年産取引への
充当を⾏う際に納付 
 

 


